
○川崎市廃棄物の処理及び再生利用等に関する条例施行規則
平成５年３月26日規則第26号

川崎市廃棄物の処理及び再生利用等に関する条例施行規則
（趣旨）
第１条　この規則は、川崎市廃棄物の処理及び再生利用等に関する条例（平成４年川崎市条例第51号。以下「条例」という。）の施行について必要な事項を定め

るものとする。
（用語）
第２条　この規則で使用する用語の意義は、条例で使用する用語の例による。

（廃棄物減量指導員）
第３条　条例第12条第１項に規定する廃棄物減量指導員（以下「指導員」という。）の任期は、２年とし、補欠の指導員の任期は、前任者の残任期間とする。ただ

し、再任を妨げない。
（自己評価に係る資料の提出等）
第４条　市長は、条例第16条の規定により事業者が製品等の再利用及び再生利用の容易性について自ら行う評価に関して、必要に応じ、資料の提出を求めるこ

とができるものとする。
２　市長は、前項の規定により資料が提出された場合は、その資料に基づき、製品等の再利用及び再生利用について意見を述べることができるものとする。

（適正包装等に係る資料の提出等）
第５条　市長は、条例第18条第１項の規定による事業者の包装、容器等に係る基準等の設定に関して、必要に応じ、資料の提出を求めることができるものとす

る。
２　市長は、前項の規定により資料が提出された場合は、その資料に基づき、包装、容器等の適正化について意見を述べることができるものとする。

（事業系一般廃棄物多量排出事業者等）
第６条　条例第19条第１項に規定する事業系一般廃棄物多量排出事業者は１日平均100キログラム以上又は月平均３トン以上、事業系一般廃棄物準多量排出

事業者は１日平均30キログラム以上100キログラム未満又は月平均0.9トン以上３トン未満の事業系一般廃棄物を排出する者で、次の各号のいずれかに該当す
るものとする。
(１)　建築物等の所有者又は占有者
(２)　建築物等の所有者又は占有者が建築物等の管理を委託している場合は、その委託を受けた者
（事業系一般廃棄物減量等計画書）
第７条　条例第19条第１項の規定により、事業系一般廃棄物多量排出事業者は事業系一般廃棄物減量等計画書（事業系一般廃棄物多量排出事業者用）（第１

号様式）を、事業系一般廃棄物準多量排出事業者は事業系一般廃棄物減量等計画書（事業系一般廃棄物準多量排出事業者用）（第１号様式の２）を毎年６月
末日までに市長に提出しなければならない。

２　前項の計画書（事業系一般廃棄物多量排出事業者用に限る。）には、廃棄物の排出・管理状況フローシートを添付しなければならない。
（事業系一般廃棄物管理責任者の選任届等）
第８条　事業系一般廃棄物多量排出事業者は、条例第19条第４項の規定に基づき事業系一般廃棄物管理責任者を選任し、又は変更したときは、その選任又は

変更のあった日から30日以内に、事業系一般廃棄物管理責任者選任（変更）届出書（第２号様式）を市長に提出しなければならない。
（命令書）
第８条の２　条例第23条の２第３項の規定による命令は、命令書（第２号様式の２）により行うものとする。

（施設搬入の申請）
第９条　条例第26条第１項の規定により施設搬入（事業系一般廃棄物又は一時多量ごみを指定処理施設に搬入することをいう。以下同じ。）の申請をしようとする

者は、事業系一般廃棄物の施設搬入にあっては事業系一般廃棄物搬入申請書（第３号様式）を、一時多量ごみの施設搬入にあっては一時多量ごみ搬入申請
書（第３号様式の２）を市長に提出しなければならない。

２　臨時に事業系一般廃棄物の施設搬入の申請をしようとする者は、前項の規定にかかわらず、事業系一般廃棄物臨時搬入申請書（第４号様式）を市長に提出
しなければならない。

３　前２項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。
(１)　施設搬入に使用する車両の自動車検査証（道路運送車両法（昭和26年法律第185号）第58条第１項に規定する自動車検査証をいう。以下同じ。）の写し
(２)　その他市長が必要と認める書類
（施設搬入の承認）
第10条　市長は、前条第１項の規定により事業系一般廃棄物搬入申請書が提出された場合で、市が行う廃棄物の処理に支障がないと認めるときは、搬入承認

証（第５号様式）及び搬入証（第６号様式）を同項に規定する申請者に交付するものとする。
２　前項の搬入承認証及び搬入証の交付を受けた者は、これらを他人に譲渡し、又は貸与してはならない。
３　第１項の搬入証の交付を受けた者は、施設搬入に際し、当該搬入証を携帯しなければならない。

（施設搬入に係る変更申請）
第11条　条例第26条第１項の規定による施設搬入の承認（一時多量ごみの施設搬入及び臨時の事業系一般廃棄物の施設搬入の承認を除く。次条において同

じ。）を受けた者は、次の各号の一の事項を変更しようとする場合は、事業系一般廃棄物搬入変更申請書（第７号様式）を市長に提出しなければならない。
(１)　申請者の住所
(２)　申請者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
(３)　施設搬入をする廃棄物の種類又は量
(４)　施設搬入に使用する車両の自動車登録番号又は台数

２　前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。
(１)　施設搬入に使用する車両の自動車登録番号に変更があるとき、又は台数が増えるときは、その自動車検査証の写し
(２)　その他市長が必要と認める書類

３　市長は、第１項の規定により事業系一般廃棄物搬入変更申請書が提出された場合で、市が行う廃棄物の処理に支障がないと認めるときは、搬入承認証を申
請者に交付するものとし、必要があるときは、搬入証を申請者に交付するものとする。

４　前項の規定により搬入承認証及び搬入証の交付を受けた者は、速やかに変更前の搬入承認証及び搬入証を市長に返還しなければならない。
（施設搬入に係る変更届）
第11条の２　条例第26条第１項の規定による施設搬入の承認を受けた者は、前条第１項各号の事項以外の事項に変更が生じた場合は、速やかに事業系一般

廃棄物搬入変更届出書（第８号様式）を市長に提出しなければならない。
（受入基準）
第12条　条例第26条第２項に規定する受入基準は、次のとおりとする。

(１)　本市の区域内で生じた廃棄物であること。
(２)　指定処理施設において処理できる性状及び形状の廃棄物であること。
(３)　指定処理施設において、設備及び処理の業務に支障を来すおそれがない廃棄物であること。
(４)　承認の内容と異なる廃棄物でないこと。
(５)　一般廃棄物処理計画の内容に適合するものであること。
(６)　前各号に掲げるもののほか、市長の指示する事項
（内容審査）
第12条の２　施設搬入をしようとする者は、市長が行う受入基準に係る審査に協力しなければならない。

（受入拒否の通知）
第13条　市長は、条例第27条の規定に基づき受入れを拒否した場合は、施設搬入をしようとした者に対し、その旨を文書で通知するものとする。

（廃棄物管理票の対象事業者）
第13条の２　条例第27条の２第１項に規定する規則で定める事業者は、事業系一般廃棄物多量排出事業者とする。

（廃棄物管理票の様式）
第13条の３　条例第27条の２第１項に規定する廃棄物管理票は、廃棄物管理票（Ａ）（第９号様式。以下単に「Ａ票」という。）、廃棄物管理票（Ｂ）（第９号様式の

２。以下単に「Ｂ票」という。）、廃棄物管理票（Ｃ）（第９号様式の３。以下単に「Ｃ票」という。）及び廃棄物管理票（Ｄ）（第９号様式の４。以下単に「Ｄ票」という。）と
する。
（事業系一般廃棄物多量排出事業者による廃棄物管理票の提出）
第13条の４　事業系一般廃棄物多量排出事業者は、施設搬入をしようとするときは、条例第27条の２第１項の規定によりＢ票を市長に提出しなければならない。

（事業系一般廃棄物多量排出事業者による廃棄物管理票の交付）
第13条の５　事業系一般廃棄物多量排出事業者は、施設搬入をする場合で、一般廃棄物収集運搬業者に委託して行うときは、条例第27条の２第２項の規定に

よりＢ票、Ｃ票及びＤ票を受託者に交付するとともに、Ａ票を自ら保管しなければならない。
（受託者による廃棄物管理票の提出）
第13条の６　受託者は、条例第27条の２第２項の規定により廃棄物管理票を交付されたときは、その記載内容が受託した事業系一般廃棄物の種類、量等と相

違ないことを確認した上、当該廃棄物管理票に運転者の氏名及び施設搬入に使用する車両の自動車登録番号を記載し、条例第27条の２第３項の規定によりＢ
票、Ｃ票及びＤ票を市長に提出しなければならない。
（市長による廃棄物管理票の回付）
第13条の７　市長は、条例第27条の２第３項の規定により廃棄物管理票を提出されたときは、記載内容を確認した上、条例第27条の２第４項の規定により当該

廃棄物管理票に指定処理施設の名称及び搬入した日（以下「搬入日」という。）を記載し、Ｃ票及びＤ票を受託者に回付しなければならない。
（受託者による廃棄物管理票の送付）
第13条の８　受託者は、条例第27条の２第４項の規定により廃棄物管理票を回付されたときは、条例第27条の２第５項の規定によりＤ票を事業系一般廃棄物多

量排出事業者に送付しなければならない。
（事業系一般廃棄物多量排出事業者の措置）
第13条の９　事業系一般廃棄物多量排出事業者は、前条の規定によりＤ票を送付されたときは、当該Ｄ票に記載された事項と第13条の５の規定により自ら保管

したＡ票に記載された事項を照合しなければならない。
２　事業系一般廃棄物多量排出事業者は、第13条の５の規定によりＢ票、Ｃ票及びＤ票を交付した日から１月以内に当該Ｄ票が送付されないときは、直ちに市長

に報告しなければならない。
（廃棄物管理票の保存）
第13条の10　事業系一般廃棄物多量排出事業者は、第13条の５の規定により自ら保管したＡ票及び第13条の８の規定により送付されたＤ票を１組として、搬入

日から５年間保存しなければならない。
２　受託者は、第13条の７の規定により回付されたＣ票を搬入日から５年間保存しなければならない。
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（産業廃棄物における廃棄物管理票の対象事業者）
第13条の11　条例第29条第３項に規定する規則で定める事業者は、産業廃棄物を排出する事業者とする。

（処理の困難性の自己評価に係る資料の提出等）
第14条　市長は、条例第30条の規定により事業者が製品等の処理の困難性について自ら行う評価に関して、必要に応じ、資料の提出を求めることができるもの

とする。
２　市長は、前項の規定により資料が提出された場合は、その資料に基づき、製品等の処理の困難性について意見を述べることができるものとする。

（開発行為等）
第15条　条例第33条第１項に規定する規則で定める建築物の建築、開発行為等は、次のとおりとする。

(１)　建築基準法（昭和25年法律第201号）第２条第１号に規定する建築物（以下「建築物」という。）で、次の建築物を除くものの建築
ア　住宅（長屋を除く。）
イ　計画住戸又は住室が10未満の共同住宅及び長屋
ウ　自動車車庫
エ　危険物の貯蔵場
オ　その他市長が認めるもの

(２)　都市計画法（昭和43年法律第100号）第４条第12項に規定する開発行為で、１団地の住宅施設（計画住戸が10未満のものを除く。）の新設を伴うもの
（一般廃棄物保管施設設置等に係る協議）
第16条　条例第33条第１項に規定する開発行為者等が、市長に協議する場合は、一般廃棄物保管施設設置等協議書（第10号様式）を２部市長に提出しなけれ

ばならない。
２　前項の協議書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

(１)　案内図
(２)　平面図
(３)　配置図
(４)　構造図
(５)　その他市長が必要と認める書類
（大規模な開発行為等）
第17条　条例第33条第２項に規定する規則で定める大規模な建築物の建築、大規模な開発行為等は、次のとおりとする。

(１)　建築物（延べ面積が、3,000平方メートル未満のものを除く。）の建築
(２)　都市計画法第４条第12項に規定する開発行為（開発区域面積が１ヘクタール未満のものを除く。）
(３)　１団地の住宅施設（１団地の敷地面積が１ヘクタール未満で、かつ、計画人口500人未満（第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種

中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域及び田園住居地域については300人未満）のものを除く。）の新設
（一般廃棄物保管施設設置等事前評価・協議書の提出）
第18条　前条に規定する大規模な開発行為等を行おうとする者は、一般廃棄物保管施設設置等事前評価・協議書（第11号様式）を２部市長に提出しなければな

らない。
２　前項の事前評価・協議書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

(１)　案内図
(２)　平面図
(３)　配置図
(４)　構造図
(５)　その他市長が必要と認める書類
（縦覧の告示）
第18条の２　条例第41条の４の規定による告示は、次の事項について行うものとする。

(１)　調査書又は非常災害調査書を縦覧に供する旨
(２)　対象施設又は非常災害対象施設の種類及び設置場所
(３)　対象施設又は非常災害対象施設で処理する一般廃棄物の種類
(４)　対象施設又は非常災害対象施設の処理能力（一般廃棄物の最終処分場である場合にあっては、一般廃棄物の埋立処分の用に供される場所の面積及び

埋立容量）
(５)　縦覧の場所、期間及び時間
(６)　意見書の提出先及び提出期限
(７)　条例第41条の４ただし書の規定により縦覧期間を短縮する場合又は条例第41条の５第１項ただし書の規定により意見書の提出期限を繰り上げる場合

は、その旨及びその理由
(８)　その他必要な事項
（縦覧の場所）
第18条の３　条例第41条の４に規定する規則で定める場所は、次のとおりとする。

(１)　川崎市環境局
(２)　対象施設又は非常災害対象施設の設置場所を所管する区役所
(３)　その他市長が必要と認める場所
（受託者による縦覧に供する旨の届出）
第18条の４　条例第41条の７の規定による届出は、受託者調査書縦覧実施届出書（第11号様式の２）により行うものとする。

（受託者が縦覧する旨の告示）
第18条の５　条例第41条の８第１項の規定による告示は、次の事項について行うものとする。

(１)　受託者が受託者調査書を縦覧に供する旨
(２)　受託者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名
(３)　受託者対象施設の種類及び設置場所
(４)　受託者対象施設で処理する一般廃棄物の種類
(５)　受託者対象施設の処理能力
(６)　縦覧の場所、期間及び時間
(７)　意見書の提出先及び提出期限
(８)　条例第41条の８第２項ただし書の規定により縦覧期間を短縮する場合又は条例第41条の10第３項ただし書の規定により意見書の提出期限を繰り上げる

場合は、その旨及びその理由
(９)　その他必要な事項
（浄化槽等の清掃の申込み）
第19条　条例第42条第１項の規定により浄化槽等の清掃の申込みをしようとする者は、浄化槽等清掃申込書（第12号様式）により市長に申し込まなければならな

い。
（粗大ごみの処理に係る区分等）
第20条　条例別表第１粗大ごみの処理の項に規定する規則で定める区分は、別表の左欄に掲げる区分とし、各区分に該当する手数料の額は、それぞれ同表の

右欄に掲げる額とする。
２　浄化槽等の容積は、必要がある場合は、本人の届出の有無にかかわらず実地調査の上、決定することができる。

（粗大ごみ処理券）
第20条の２　市長は、粗大ごみ（一時多量ごみとして施設搬入するものを除く。）の処理に関する手数料を納付した者に、粗大ごみ処理券（第12号様式の２）を交

付する。
（一般廃棄物処理手数料等の減免）
第21条　条例第43条の規定による手数料の減額又は免除の対象者は、次に掲げる者とする。

(１)　生活保護法（昭和25年法律第144号）による保護を受けている者
(２)　天災のために市長が特に必要があると認める者
(３)　前２号に掲げる者が排出した一時多量ごみの施設搬入の承認を受けた者
(４)　その他市長が特に必要があると認める者

２　前項の手数料の減額又は免除を受けようとする者は、一般廃棄物処理手数料等減免申請書（第13号様式）にその理由を証明する書類を添えて市長に申請し
なければならない。ただし、前項第２号に該当する場合又は同項第３号に該当する場合（同項第２号に掲げる者が排出した一時多量ごみを施設搬入する場合
に限る。）で、市長がやむを得ないと認めるときは、この限りでない。
第22条　削除

（産業廃棄物処理費用の減免）
第23条　条例第45条の規定により、産業廃棄物処理費用の減額又は免除を受けようとする者は、産業廃棄物処理費用減免申請書（第14号様式）にその理由を

証明する書類を添えて市長に申請しなければならない。
（立入調査をする者）
第24条　条例第47条第１項に規定する立入調査をする職員は、市長が環境衛生指導員として任命した職員とする。

（勧告書）
第25条　条例第48条に規定する勧告は、勧告書（第15号様式）により行うものとする。

（公表）
第26条　条例第49条に規定する公表は、告示により行うものとする。

（委任）
第27条　この規則の施行について必要な事項は、環境局長が定める。

附　則
（施行期日）

１　この規則は、平成５年４月１日から施行する。
（川崎市廃棄物の処理及び清掃に関する条例施行規則の廃止）

２　川崎市廃棄物の処理及び清掃に関する条例施行規則（昭和47年川崎市規則第52号。以下「旧規則」という。）は、廃止する。
（経過措置）
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３　この規則（以下「新規則」という。）の施行前に旧規則の規定によってした手続その他の行為は、新規則中これに相当する規定があるときは、新規則の相当規
定によってしたものとみなす。

４　旧規則の規定により調製した帳票で、現に残存するものについては、当分の間、必要な箇所を訂正した上、引き続きこれを使用することができる。
附　則（平成６年３月30日規則第14号抄）

（施行期日）
１　この規則は、平成６年４月１日から施行する。

附　則（平成８年４月26日規則第39号）
この規則は、平成８年５月10日から施行する。
附　則（平成９年３月31日規則第11号抄）

（施行期日）
１　この規則は、平成９年４月１日から施行する。

附　則（平成10年10月９日規則第60号）
この規則は、公布の日から施行する。
附　則（平成12年９月29日規則第109号）

（施行期日）
１　この規則は、平成12年10月１日から施行する。ただし、第17条第３号の改正規定は、平成12年12月１日から施行する。

（経過措置）
２　改正後の規則第17条第３号の規定は、同号の改正規定の施行の日以後に開始された一般廃棄物の保管施設の設置等に係る協議について適用し、同日前に

開始された協議については、なお従前の例による。
３　改正前の規則の規定により調製した帳票で現に残存するものについては、当分の間、必要な箇所を訂正した上、引き続きこれを使用することができる。

附　則（平成13年３月30日規則第34号）
（施行期日）

１　この規則は、平成13年４月１日から施行する。
（経過措置）

２　改正前の規則の規定により調製した帳票で現に残存するものについては、当分の間、必要な箇所を訂正した上、引き続きこれを使用することができる。
附　則（平成15年12月12日規則第125号）

この規則は、平成16年４月１日から施行する。
附　則（平成28年３月31日規則第９号）

（施行期日）
１　この規則は、平成28年４月１日から施行する。

（経過措置）
２　この規則（第１条、第16条及び第19条を除く。）による改正前の規則の規定により調製した帳票で現に残存するものについては、当分の間、必要な箇所を訂正

した上、引き続きこれを使用することができる。
附　則（平成28年９月30日規則第75号）

（施行期日）
１　この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）
２　改正前の規則の規定により調製した帳票で現に残存するものについては、当分の間、必要な箇所を訂正した上、引き続きこれを使用することができる。

附　則（平成30年３月30日規則第20号）
この規則は、平成30年４月１日から施行する。
附　則（令和元年10月15日規則第44号）

この規則は、令和２年７月１日から施行する。
附　則（令和２年６月22日規則第54号）

この規則は、公布の日から施行する。
附　則（令和４年３月31日規則第17号）

この規則は、令和４年４月１日から施行する。
別表（第20条関係）

区分 手数料
１　長さが30センチメートル以上50センチメートル未満の粗大ご

みであって、その全部又は一部が金属であるもの　１個
200円

２　長さが50センチメートル以上180センチメートル未満の粗大
ごみ　１個

500円

３　長さが180センチメートル以上で、幅が10センチメートル未
満の粗大ごみ　１個

500円

４　長さが180センチメートル以上の粗大ごみ（３に規定するも
のを除く。）　１個

1,000円

備考　市長が、粗大ごみの形状、粗大ごみになる前の製品の使用形態その他を考慮して適当と認める場合におけるこの表の適用については、同表中「１個」と
あるのは、「５個まで」又は「１組」とする。
第１号様式

第１号様式の２

http://www.reiki.city.kawasaki.jp/kawasaki/d1w_reiki/H405902100026/S-20100205-081Z0001.rtf
http://www.reiki.city.kawasaki.jp/kawasaki/d1w_reiki/H405902100026/S-20100205-081Z0002.rtf


第２号様式

第２号様式の２

http://www.reiki.city.kawasaki.jp/kawasaki/d1w_reiki/H405902100026/S-20100205-081Z0003.rtf
http://www.reiki.city.kawasaki.jp/kawasaki/d1w_reiki/H405902100026/31709_0023.doc


第３号様式

http://www.reiki.city.kawasaki.jp/kawasaki/d1w_reiki/H405902100026/S-20100205-081Z0004.rtf


第３号様式の２

http://www.reiki.city.kawasaki.jp/kawasaki/d1w_reiki/H405902100026/27024_0021.rtf


第４号様式

http://www.reiki.city.kawasaki.jp/kawasaki/d1w_reiki/H405902100026/S-20100205-081Z0005.rtf


第５号様式

第６号様式

http://www.reiki.city.kawasaki.jp/kawasaki/d1w_reiki/H405902100026/R-20160509-048Z0001.rtf
http://www.reiki.city.kawasaki.jp/kawasaki/d1w_reiki/H405902100026/S-20100205-081Z0007.rtf


第７号様式

第８号様式

http://www.reiki.city.kawasaki.jp/kawasaki/d1w_reiki/H405902100026/S-20100205-081Z0008.rtf
http://www.reiki.city.kawasaki.jp/kawasaki/d1w_reiki/H405902100026/S-20100205-081Z0009.rtf


第９号様式

第９号様式の２

http://www.reiki.city.kawasaki.jp/kawasaki/d1w_reiki/H405902100026/S-20100205-081Z0010.rtf
http://www.reiki.city.kawasaki.jp/kawasaki/d1w_reiki/H405902100026/S-20100205-081Z0011.rtf


第９号様式の３

第９号様式の４

http://www.reiki.city.kawasaki.jp/kawasaki/d1w_reiki/H405902100026/S-20100205-081Z0012.rtf
http://www.reiki.city.kawasaki.jp/kawasaki/d1w_reiki/H405902100026/S-20100205-081Z0013.rtf


第10号様式

第11号様式

http://www.reiki.city.kawasaki.jp/kawasaki/d1w_reiki/H405902100026/S-20100205-081Z0014.rtf
http://www.reiki.city.kawasaki.jp/kawasaki/d1w_reiki/H405902100026/S-20100205-081Z0015.rtf




第11号様式の２

第12号様式

第12号様式の２

http://www.reiki.city.kawasaki.jp/kawasaki/d1w_reiki/H405902100026/28546_0022.doc
http://www.reiki.city.kawasaki.jp/kawasaki/d1w_reiki/H405902100026/S-20100205-081Z0016.rtf
http://www.reiki.city.kawasaki.jp/kawasaki/d1w_reiki/H405902100026/S-20161026-001Z0004.rtf


第13号様式

http://www.reiki.city.kawasaki.jp/kawasaki/d1w_reiki/H405902100026/S-20100205-081Z0018.rtf


第14号様式

http://www.reiki.city.kawasaki.jp/kawasaki/d1w_reiki/H405902100026/S-20100205-081Z0019.rtf


第15号様式

http://www.reiki.city.kawasaki.jp/kawasaki/d1w_reiki/H405902100026/S-20100205-081Z0020.rtf

